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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社についても異動はない。

回次
第62期

第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 21,047,667 21,157,875 28,516,605

経常利益 (千円) 1,637,861 1,228,866 2,058,739

四半期(当期)純利益 (千円) 1,090,664 800,841 630,443

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,050,815 1,264,582 1,051,062

純資産額 (千円) 44,107,981 44,838,561 43,021,483

総資産額 (千円) 63,259,887 65,383,321 62,642,790

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 22.51 16.54 13.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.9 64.3 65.0

回次
第62期

第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.70 10.58
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はない。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費増税前駆け込み需要の反動減などの影響により、上半期

に２四半期連続のマイナス成長に陥るなど回復の足取りが鈍い状態で推移した。下半期に入っても、人手不足等を

背景とする入札不調や工事遅延により公共事業が盛り上がりに欠けるなど、先行きの見通しが不透明な状況となっ

ている。

鉄鋼二次製品業界においては、電力通信関連の需要が減少したものの、太陽光発電関連及び建築関連等の受注が

堅調に推移した。

このような状況の中、販売面においては、子会社１社を連結範囲に含めたことなどもあり、当第３四半期連結累

計期間の売上高は21,157百万円と前年同期に比べ110百万円（0.5％）の微増となった。

利益面においては、副原材料価格の上昇に加え、エネルギーコストの増加、製品在庫評価差等の影響により、営

業利益は676百万円と前年同期に比べ405百万円（△37.5%）、経常利益は1,228百万円と前年同期に比べ408百万円

（△25.0％）、四半期純利益は800百万円と前年同期に比べ289百万円（△26.6%）の減益となった。

セグメント別の状況は次のとおりである。

なお、セグメント利益は、営業利益ベースの数値である。

普通線材製品

普通線材を素材とした各種めっき鉄線、また、めっき鉄線を素線とした加工製品からなり、公共土木向けの落石

防止網、じゃかご及び民間向けの各種フェンスに使用されている。

子会社１社を連結範囲に含めたことにより、売上高は7,512百万円と前年同期に比べ464百万円（6.6％）の増収と

なったが、副原材料価格の上昇や製品在庫評価差等の影響により、セグメント利益は721百万円と前年同期に比べ

177百万円（△19.8％）の減益となった。

特殊線材製品

特殊線材を素材とした硬鋼線、各種めっき鋼線、鋼平線、鋼より線、ワイヤロープ等からなり、自動車産業向

け、電力・通信産業向け及び公共土木向け等、多岐に渡って使用されている。 

海外自動車向けの受注が現地調達化に伴い減少するとともに、電力・通信産業向けの受注が低迷したことによ

り、売上高は10,408百万円と前年同期に比べ675百万円（△6.1％）の減収となった。また、エネルギーコストの増

加、減産による固定費負担の増加等の影響により、セグメント損失は115百万円と前年同期に比べ322百万円（前年

同期は206百万円のセグメント利益）の大幅な減益となった。

鋲螺線材製品

鋲螺線材を素材としたトルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧＮボルト等からなり、土木・建設業向けで

使用されている。

堅調な建築需要を背景とした販売数量増加及び価格改善により、売上高は2,691百万円と前年同期に比べ320百万

円（13.5％）の増収となり、セグメント利益は５百万円と前年同期に比べ135百万円（前年同期は129百万円のセグ

メント損失）の増益となった。
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その他

めっき加工及び建物、土地の不動産賃貸業等の売上高は545百万円と前年同期に比べ０百万円（0.1％）の微増と

なったが、セグメント利益は64百万円と前年同期に比べ41百万円（△39.1％）の減益となった。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は65,383百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,740百万円の増加となっ

た。流動資産は29,778百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,448百万円の増加となった。これは主に棚卸資産の

増加によるものである。固定資産は35,605百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,291百万円の増加となった。こ

れは主に有形固定資産の増加によるものである。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は20,544百万円となり、前連結会計年度末に比べ923百万円の増加となっ

た。流動負債は11,464百万円となり、前連結会計年度末に比べ14百万円の減少となった。これは主に短期借入金の

減少によるものである。固定負債は9,080百万円となり、前連結会計年度末に比べ937百万円の増加となった。これ

は主に長期借入金の増加によるものある。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は44,838百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,817百万円の増加と

なった。これは主に利益剰余金、その他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定の増加によるものある。この結

果、自己資本比率は64.3％となった。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は46百万円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 117,243,000

計 117,243,000

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,755,478 51,755,478
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株である。

計 51,755,478 51,755,478 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ― 51,755,478 ― 10,720,068 ― 10,888,032
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含ま

れている。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式300株及び当社所有の自己株式が69株含

まれている。

② 【自己株式等】

２ 【役員の状況】

該当事項なし。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,347,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,981,000 47,981 ―

単元未満株式 普通株式 427,478 ― ―

発行済株式総数 51,755,478 ― ―

総株主の議決権 ― 47,981 ―

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日亜鋼業株式会社

兵庫県尼崎市中浜町19番地 3,347,000 ― 3,347,000 6.47

計 ― 3,347,000 ― 3,347,000 6.47
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,659,536 10,316,034

受取手形及び売掛金 9,626,991 ※１ 9,412,445

電子記録債権 226,996 ※１ 952,744

有価証券 301,402 150,671

製品 4,213,020 5,198,574

仕掛品 708,034 752,513

原材料及び貯蔵品 2,380,167 2,437,456

繰延税金資産 106,708 109,179

その他 111,504 454,001

貸倒引当金 △4,948 △5,333

流動資産合計 28,329,412 29,778,286

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,307,191 4,270,754

機械装置及び運搬具（純額） 1,922,607 2,836,402

土地 9,110,955 9,110,955

建設仮勘定 516,550 1,002,272

その他（純額） 97,995 109,225

有形固定資産合計 15,955,300 17,329,610

無形固定資産

ソフトウエア 163,553 198,052

ソフトウエア仮勘定 133,702 656,292

その他 5,637 5,320

無形固定資産合計 302,894 859,665

投資その他の資産

投資有価証券 16,335,681 15,458,482

長期貸付金 118,674 440,051

退職給付に係る資産 62,530 129,033

繰延税金資産 130,482 -

その他 1,437,210 1,417,485

貸倒引当金 △29,396 △29,295

投資その他の資産合計 18,055,182 17,415,758

固定資産合計 34,313,377 35,605,034

資産合計 62,642,790 65,383,321
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,748,203 ※１ 3,641,710

電子記録債務 2,044,916 ※１ 2,497,344

短期借入金 2,116,000 1,855,590

1年内返済予定の長期借入金 1,512,000 1,522,000

未払金 986,249 1,131,737

未払法人税等 415,386 276,432

賞与引当金 215,290 56,485

その他 440,700 482,976

流動負債合計 11,478,747 11,464,276

固定負債

長期借入金 5,038,000 6,074,000

繰延税金負債 1,148,006 1,335,821

役員退職慰労引当金 148,828 90,012

退職給付に係る負債 1,727,942 1,529,518

その他 79,782 51,130

固定負債合計 8,142,558 9,080,482

負債合計 19,621,306 20,544,759

純資産の部

株主資本

資本金 10,720,068 10,720,068

資本剰余金 10,888,051 10,888,051

利益剰余金 19,362,176 20,001,733

自己株式 △1,016,376 △1,018,750

株主資本合計 39,953,920 40,591,103

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 765,321 1,230,120

繰延ヘッジ損益 △10,053 -

為替換算調整勘定 81,631 309,786

退職給付に係る調整累計額 △94,045 △81,492

その他の包括利益累計額合計 742,854 1,458,414

少数株主持分 2,324,708 2,789,044

純資産合計 43,021,483 44,838,561

負債純資産合計 62,642,790 65,383,321
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

売上高 21,047,667 21,157,875

売上原価 17,254,363 17,732,371

売上総利益 3,793,304 3,425,504

販売費及び一般管理費 2,711,218 2,749,368

営業利益 1,082,085 676,135

営業外収益

受取利息 126,756 122,270

受取配当金 258,125 283,442

有価証券売却益 119,462 217,174

受取賃貸料 25,995 23,897

雑収入 78,889 157,376

営業外収益合計 609,229 804,160

営業外費用

支払利息 48,952 69,844

持分法による投資損失 - 159,845

雑支出 4,499 21,740

営業外費用合計 53,452 251,429

経常利益 1,637,861 1,228,866

特別利益

固定資産売却益 70 4,424

投資有価証券売却益 11,058 -

投資有価証券評価益 14,645 2,985

関係会社清算益 66,829 -

特別利益合計 92,604 7,409

特別損失

投資有価証券評価損 519 556

固定資産除売却損 ※１ 7,615 ※１ 16,553

解体撤去費用 43,575 43,409

特別損失合計 51,710 60,519

税金等調整前四半期純利益 1,678,754 1,175,757

法人税等 500,751 469,114

少数株主損益調整前四半期純利益 1,178,003 706,642

少数株主利益又は少数株主損失（△） 87,339 △94,198

四半期純利益 1,090,664 800,841
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,178,003 706,642

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 872,811 473,200

繰延ヘッジ損益 - 18,278

為替換算調整勘定 - 14,207

退職給付に係る調整額 - 16,772

持分法適用会社に対する持分相当額 - 35,481

その他の包括利益合計 872,811 557,940

四半期包括利益 2,050,815 1,264,582

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,952,040 1,330,973

少数株主に係る四半期包括利益 98,774 △66,390
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(会計方針の変更)

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であ

ったが、満期日に決済が行われたものとして処理している。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金額は次

のとおりである。

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度末において非連結子会社であった天津天冶日亜鋼業有限公司は重要性が増したため、第

１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めている。

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職

給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更し

た。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第

３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰

余金に加減している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が65百万円増加、退職給付に係る負債

が223百万円減少し、利益剰余金が231百万円増加している。なお、これに伴う当第３四半期連結累計期間の

損益への影響は軽微である。

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

受取手形 ― 835,469千円

電子記録債権 ― 92,175千円

支払手形 ― 304,369千円

電子記録債務 ― 539,387千円
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２ 保証債務

下記の会社の金融機関からの借入れに対して、債務保証を行っている。

（注）天津天冶日亜鋼業有限公司の債務保証のうち、169,218千円（10,200千元）は、天津冶金集団有限公司によ

る債務保証を当社が再保証したものである。

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 固定資産除売却損の主な内訳

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

る。

前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

天津天冶日亜鋼業有限公司 501,018千円 ―

(30,200千元) ―

TSN Wires Co., Ltd. 1,153,880千円 1,291,840千円

(364,000千THB) (352,000千THB)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

建物及び構築物 1,830千円 256千円

機械装置及び運搬具 5,757千円 16,112千円

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 817,592千円 861,420千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

３．株主資本の著しい変動

該当事項なし。

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

３．株主資本の著しい変動

該当事項なし。

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 145,996 3 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 145,260 3 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 145,242 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 145,225 3 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでいる。

 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでいる。

 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更している。

当該変更による当第３四半期連結累計期間の各事業セグメントにおけるセグメント利益又は損失への影響は軽微

である。

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額

(注) ２
普通線材
製品

特殊線材
製品

鋲螺線材
製品

計

売上高

外部顧客への売上高 7,048,021 11,084,166 2,370,708 20,502,895 544,772 21,047,667 ― 21,047,667

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,048,021 11,084,166 2,370,708 20,502,895 544,772 21,047,667 ― 21,047,667

セグメント利益又は
損失(△)

899,667 206,106 △129,732 976,041 106,043 1,082,085 ― 1,082,085

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額

(注) ２
普通線材
製品

特殊線材
製品

鋲螺線材
製品

計

売上高

外部顧客への売上高 7,512,757 10,408,811 2,691,128 20,612,696 545,178 21,157,875 ― 21,157,875

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,512,757 10,408,811 2,691,128 20,612,696 545,178 21,157,875 ― 21,157,875

セグメント利益又は
損失(△)

721,752 △115,948 5,779 611,583 64,551 676,135 ― 676,135
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(金融商品関係)

前連結会計年度末(平成26年３月31日)

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含む。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示している。

当第３四半期連結会計期間末(平成26年12月31日)

企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められるものは、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めて

いない。

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含む。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示している。

（注）１．電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注）２．有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券、投資信託等は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっている。

なお、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりである。

(単位：千円)

科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額 時価の算定方法

電子記録債権 226,996 226,996 ― （注）１

有価証券及び投資有価証券 12,908,507 12,908,507 ― （注）２

長期貸付金 118,674 127,718 9,044 （注）３

電子記録債務 2,044,916 2,044,916 ― （注）４

短期借入金 2,116,000 2,116,000 ― （注）４

未払金 986,249 986,249 ― （注）４

長期借入金（※１） 6,550,000 6,575,617 25,617 （注）５

デリバティブ取引(※２) （18,278） （18,278） ― （注）６

(単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

電子記録債権 952,744 952,744 ― （注）１

有価証券及び投資有価証券 12,474,153 12,474,153 ― （注）２

長期貸付金 440,051 520,210 80,159 （注）３

電子記録債務 2,497,344 2,497,344 ― （注）４

短期借入金 1,855,590 1,855,590 ― （注）４

未払金 1,131,737 1,131,737 ― （注）４

長期借入金（※１） 7,596,000 7,639,476 43,476 （注）５

デリバティブ取引(※２) ― ― ― （注）６

(単位：千円)

区分 平成26年３月31日 平成26年12月31日

非上場株式 3,678,575 3,085,000

その他 50,000 50,000
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（注）３．長期貸付金

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローをスワップレート等適切な指標に信用スプレッド

を上乗せした利率で割り引いた現在価格より算定している。

（注）４．電子記録債務、短期借入金、未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注）５．長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定している。変動金利による長期借入金の一部については金利スワップの特例処理の対象とされ、当該金

利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定している。

（注）６．デリバティブ取引

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

(有価証券関係)

前連結会計年度末(平成26年３月31日)

その他有価証券

当第３四半期連結会計期間末(平成26年12月31日)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期連結

貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 4,948,140 5,894,621 946,480

債券

社債 3,787,285 3,964,092 176,807

その他 2,314,834 2,326,819 11,984

その他 649,700 722,974 73,273

計 11,699,961 12,908,507 1,208,546

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 4,673,439 6,203,036 1,529,597

債券

社債 3,687,285 3,905,950 218,665

その他 1,672,029 1,833,563 161,534

その他 501,638 531,603 29,965

計 10,534,391 12,474,153 1,939,762
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

(重要な後発事象)

該当事項なし。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 22円51銭 16円54銭

 (算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 1,090,664 800,841

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,090,664 800,841

普通株式の期中平均株式数(株) 48,451,184 48,410,079
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２ 【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

① 配当金の総額 145,225千円

② １株当たりの金額 ３円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成26年12月５日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年２月12日

日亜鋼業株式会社

取締役会 御中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日亜鋼業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日亜鋼業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 礼 治 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 溝 静 太 印

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。




